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特特 集集

「経営分析の基本⑩ ・・・安全性分析（その１）

本誌では、経営分析の基本（数字から会社の状況を把握しよう！）」というテーマを特集しています。

前回までは、「経済性分析」についてケーススタディを行いましたが、今回からは、「安全性分析」に

入ります。

１．経営の２大切り口 ～「安全性分析」の位置づけ

本誌２０２号で説明した通り、経営分析の一番大きな切り口は、「安全性」と「経済性」です。

安全性とは「倒産する心配は無いのか？」という視点。

会社には、「社会貢献」「社員の幸せ」「株主への還元」等、様々な目的があります。

その目的を果たすための大前提は、倒産しないこと。

倒産してしまったら、元も子もありません。

それでは、企業の「安全性」をどのように評価したらいいのでしょうか？

２．「安全性分析」の３つの視点
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安全性分析には、以下の３つの視点があります。

①短期的支払い能力

   短期（１年）の支払い能力は大丈夫か？

②長期的（潜在的）支払い能力
   もう少し長い目で見た場合の支払い能力は大丈夫か？

③資金調達の健全性

   資金調達のバランスは大丈夫か？

それでは、ひとつずつ見て行きましょう。
まずは、①短期的支払い能力の評価から。

３．短期的支払能力の評価

（１）流動比率

もし、皆さんが借金をしているとします。

今月中に返済すべき金額が３０万円。

一方、今の持ち金は１０万円で、更に今月中に入金できる見込み金額が１５万円。

こんな状況になってしまったら、当然、家計は苦しいですよね。

持っている財産を売却してお金を作るか、また、新たに借金をするか…。

やはり、「入ってくるお金が出て行くお金」よりも多くないと厳しいです。

会社も然り。

短期的な支払能力の評価も同じように行います。
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本誌（２００号）で説明した、「貸借対照表５つの箱」の意味を思い出してください。

「流動資産」とは、ひとことで言えば、「今持っている現預金と、その仲間たち」。

つまり、「今持っている現預金と今後１年以内に現金に変わるであろう財産」が記載されます。

具体的には・・・

「売上債権（受取手形、売掛金）」「棚卸資産（製品、商品、仕掛品、原材料）」が代表的なものですが、

それ以外にも、「貸付金（１年以内に返済してもらえる）」や、「上場会社等の有価証券」等もあります。

「流動負債」とは、これは１年以内に返済しなければならない借金。

具体的には・・・

「買掛債務（支払手形、買掛金）」「短期借入金（長期借入金の１年以内の返済分を含む）」や、

物品を購入した場合の「未払金」、家賃や電気代等の「未払費用」、「税金の未払分」等が
あります。

「流動比率」は「流動資産」÷「流動負債」で計算します。

目安としては、以下の通りです。

  理想値：２００％以上   良好水準：１３０％以上

もし、１００％を切ってしまっていたら、流動資産よりも流動負債の方が多いということですので、短

期的な支払能力は厳しいです。

（２）当座比率
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前のページで流動資産の中の「現預金の仲間」について説明しました。

実はその中で、ひとつだけ、大きく性格が異なるものがあります。

それは、「棚卸資産」。

何が違うかというと、他の流動資産は、いつでも現金化しようと思えばできるものか、もしくは、時期が

来れば、ほぼ間違いなく現金化するものです。

もちろん、売上債権や貸付金は、相手が倒産してしまったら現金化できませんが、そのリスクは非常に小

さいでしょう。

棚卸資産は、確かに「1 年以内に現金に変わるであろう財産」ですが、それは、「販売された場合」とい

うのが大前提です。

売れ残ってしまったら現金にはなりません。

あくまでも、「希望的観測」なのです。

このような棚卸資産の「不確実性」から、流動資産をさらに以下の２つに分ける考え方が成り立ちます。

●棚卸資産

●当座資産（流動資産の中で、棚卸資産を除いたもの）

（参考）当座を辞書で引くと「さしあたり」とか、「当分」と書いてあります。

「当座比率」は「当座資産」÷「流動負債」で計算します。

目安としては、以下の通りです。

  理想値：１００％以上   良好水準：８０％以上

この比率が１００％以上であれば、もし万一、商品が全く販売できなくても、支払はなんとかなるでし

ょう。

これが理想ですが、一般的には８０％程度あればＯＫです。

参考：「株式会社モリモト」の事例 ・・・なぜ「当座比率」が重要なのか？
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株式会社モリモトはマンションの分譲販売会社。

急成長を遂げていましたが、平成２０年１１月に倒産してしまいました。

（注：民事再生法により現在も企業としては存続しています）

前のページは、倒産した年と、その前の年の決算書。

そして、上記は、経営分析の指標です。

まず、注目すべきは経済性の高さ。

「総資本経常利益率」は、以前、本誌でケースで挙げた「マンダム」に匹敵します。

また、短期的な安全性を評価する「流動比率」も理想値の２００％を超えています。

それなのに、なぜ、倒産してしまったのか？

「当座比率」をご覧ください。

たったの２１％！！！

なぜ、「流動比率」と「当座比率」にこんなに差があるのでしょうか？

その答えは、貸借対照表の「棚卸資産」。

内容としては、マンション建築のために仕入れた土地や、建築中または完成後のマンションですが、その棚卸

資産回転期間は５９７日です。

つまり、２年近くの在庫があるということ。

さすがにこれでは、お金が足りなくなってしまいます。

それにしても、なぜ、これほどまでに在庫が溜まってしまったのか？

もちろん、景況悪化による販売不振もありますが、もっと大きな理由は、あの「構造計算書偽装問題」。

その結果、２００７年に建築基準法が改正され、建築審査が厳しくなってしまって、土地を仕入れたけれども

建てられないられない・・・

建てたけれども販売できない・・・

業界としては散々で、モリモト以外にも多くのマンションの分譲販売会社が倒産しました。

姉歯さんのおかげで、何万人に人が路頭に迷ったか・・・

本当に大変なことをしてしまったのです。

＜次回に続く＞


